
 

 

甲 第 １００ 号 議 案 

   岡山市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例の制定につい         

   て 

 岡山市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例を次のように制定するも

のとする。 

令和 ４ 年 ６ 月１０日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例 

 （岡山市職員の定年等に関する条例の一部改正） 

第１条 岡山市職員の定年等に関する条例（昭和５９年市条例第９号）の一部を次のよう

に改正する。 

  題名の次に次の目次及び章名を付する。 

 目次 

  第１章 総則（第１条） 

  第２章 定年制度（第２条－第４条） 

  第３章 管理監督職勤務上限年齢制（第５条－第１０条） 

  第４章 定年前再任用短時間勤務制（第１１条・第１２条） 

  第５章 雑則（第１３条） 

  附則 

    第１章 総則 

  第１条中「第２８条の２第１項から第３項まで及び第２８条の３」を「第２２条の４

第１項及び第２項，第２２条の５第１項，第２８条の２，第２８条の５，第２８条の６

第１項から第３項まで並びに第２８条の７」に改め，同条の次に次の章名を付する。 

    第２章 定年制度 



 

 

  第２条中「第２８条の２第１項」を「第２８条の６第１項」に改める。 

  第３条中「第２８条の２第２項」を「第２８条の６第２項」に，「６０年（医師及び

歯科医師は６５年）」を「６５年」に改める。 

  第４条第１項中「第２８条の２第１項」を「第２８条の６第１項」に，「次の各号の

いずれかに該当する」を「次に掲げる事由がある」に，「その職員」を「同項の規定に

かかわらず，当該職員」に，「その職員を当該職務」を「当該職員を当該定年退職日に

おいて従事している職務」に，「引き続いて」を「引き続き」に改め，同項に次のただ

し書を加える。 

   ただし，第８条第１項から第４項までの規定により異動期間（第８条第１項に規定

する異動期間をいう。以下この項及び次項において同じ。）（第８条第１項又は第２

項の規定により延長された異動期間を含む。）を延長した職員であって，定年退職日

において管理監督職（次条に規定する職をいう。以下この条及び第３章において同

じ。）を占めている職員については，第８条第１項又は第２項の規定により当該異動

期間を延長した場合であって，引き続き勤務させることについて人事委員会の承認を

得たときに限るものとし，当該期限は，当該職員が占めている管理監督職に係る異動

期間の末日の翌日から起算して３年を超えることができない。 

  第４条第１項第１号中「その職員の退職により」を「当該職員の退職により生ずる欠

員を容易に補充することができず」に，「生ずるとき」を「生ずること」に改め，同項

第２号中「その職員」を「当該職員」に，「できないとき」を「できず公務の運営に著

しい支障が生ずること」に改め，同項第３号中「その業務」を「当該業務」に，「その

職員」を「当該職員」に，「生ずるとき」を「生ずること」に改め，同条第２項中「の

事由」を「各号に掲げる事由」に，「存する」を「ある」に改め，「得て，」の次に

「これらの期限の翌日から起算して」を加え，同項ただし書中「その期限は，その職

員」を「当該期限は，当該職員」に改め，「定年退職日」の次に「（同項ただし書に規

定する職員にあっては，当該職員が占めている管理監督職に係る異動期間の末日）」を

加え，同条第３項中「引き続いて」を「引き続き」に改め，同条第４項中「任命権者

は」の次に「，第１項の規定により引き続き勤務することとされた職員及び第２項の規

定により期限が延長された職員について」を加え，「の事由が存しなくなつた」を「各



 

 

号に掲げる事由がなくなった」に，「その期限を繰り上げて退職させることができる」

を「当該期限を繰り上げるものとする」に改める。 

  本則に次の３章を加える。 

    第３章 管理監督職勤務上限年齢制 

  （管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管理監督職） 

 第５条 法第２８条の２第１項に規定する条例で定める職は，岡山市職員の給与に関す

る条例（昭和２６年市条例第５号）第１４条の３第１項及び岡山市立の小学校，中学

校及び義務教育学校の教育職員の給与等に関する条例（平成２８年市条例第６１号）

第８条の３第１項に規定する職（医師及び歯科医師が占める職を除く。）とする。 

  （管理監督職勤務上限年齢） 

 第６条 法第２８条の２第１項に規定する管理監督職勤務上限年齢は，年齢６０年とす

る。 

  （他の職への降任等を行うに当たって遵守すべき基準） 

 第７条 任命権者は，法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等（以下この章

において「他の職への降任等」という。）を行うに当たっては，法第１３条，第１５

条，第２３条の３，第２７条第１項及び第５６条に定めるもののほか，次に掲げる基

準を遵守しなければならない。 

  (1) 当該職員の人事評価の結果又は勤務の状況及び職務経験等に基づき，降任又は転

任（降給を伴う転任に限る。）（以下この条及び第９条において「降任等」とい

う。）をしようとする職の属する職制上の段階の標準的な職に係る法第１５条の２

第１項第５号の標準職務遂行能力（次条第３項において「標準職務遂行能力」とい

う。）及び当該降任等をしようとする職についての適性を有すると認められる職に，

降任等をすること。 

  (2) 人事の計画その他の事情を考慮した上で，管理監督職以外の職又は管理監督職勤

務上限年齢が当該職員の年齢を超える管理監督職のうちできる限り上位の職制上の

段階に属する職に，降任等をすること。 

  (3) 当該職員の他の職への降任等をする際に，当該職員が占めていた管理監督職が属

する職制上の段階より上位の職制上の段階に属する管理監督職を占める職員（以下



 

 

この号において「上位職職員」という。）の他の職への降任等もする場合には，第

１号に掲げる基準に従った上での状況その他の事情を考慮してやむを得ないと認め

られる場合を除き，上位職職員の降任等をした職が属する職制上の段階と同じ職制

上の段階又は当該職制上の段階より下位の職制上の段階に属する職に，降任等をす

ること。 

  （管理監督職勤務上限年齢による降任等及び管理監督職への任用の制限の特例） 

 第８条 任命権者は，他の職への降任等をすべき管理監督職を占める職員について，次

に掲げる事由があると認めるときは，当該職員が占める管理監督職に係る異動期間

（当該管理監督職に係る管理監督職勤務上限年齢に達した日の翌日から同日以後にお

ける最初の４月１日までの間をいう。以下この章において同じ。）の末日の翌日から

起算して１年を超えない期間内（当該期間内に定年退職日がある職員にあっては，当

該異動期間の末日の翌日から定年退職日までの期間内。第３項において同じ。）で当

該異動期間を延長し，引き続き当該管理監督職を占める職員に，当該管理監督職を占

めたまま勤務をさせることができる。 

  (1) 当該職務が高度の知識，技能又は経験を必要とするものであるため，当該職員の

他の職への降任等により生ずる欠員を容易に補充することができず公務の運営に著

しい支障が生ずること。 

  (2) 当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件に特殊性があるため，当該職員の他の

職への降任等による欠員を容易に補充することができず公務の運営に著しい支障が

生ずること。 

  (3) 当該職務を担当する者の交替が当該業務の遂行上重大な障害となる特別の事情が

あるため，当該職員の他の職への降任等により公務の運営に著しい支障が生ずるこ

と。 

 ２ 任命権者は，前項又はこの項の規定により異動期間（これらの規定により延長され

た期間を含む。）が延長された管理監督職を占める職員について，前項各号に掲げる

事由が引き続きあると認めるときは，人事委員会の承認を得て，延長された当該異動

期間の末日の翌日から起算して１年を超えない期間内（当該期間内に定年退職日があ

る職員にあっては，延長された当該異動期間の末日の翌日から定年退職日までの期間



 

 

内。第４項において同じ。）で延長された当該異動期間を更に延長することができる。

ただし，更に延長される当該異動期間の末日は，当該職員が占める管理監督職に係る

異動期間の末日の翌日から起算して３年を超えることができない。 

 ３ 任命権者は，第１項の規定により異動期間を延長することができる場合を除き，他

の職への降任等をすべき特定管理監督職群（職務の内容が相互に類似する複数の管理

監督職であって，これらの欠員を容易に補充することができない年齢別構成その他の

特別の事情がある管理監督職として人事委員会規則で定める管理監督職をいう。以下

この項において同じ。）に属する管理監督職を占める職員について，当該特定管理監

督職群に属する管理監督職の属する職制上の段階の標準的な職に係る標準職務遂行能

力及び当該管理監督職についての適性を有すると認められる職員（当該管理監督職に

係る管理監督職勤務上限年齢に達した職員を除く。）の数が当該管理監督職の数に満

たない等の事情があるため，当該職員の他の職への降任等により当該管理監督職に生

ずる欠員を容易に補充することができず業務の遂行に重大な障害が生ずると認めると

きは，当該職員が占める管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起算して１年を

超えない期間内で当該異動期間を延長し，引き続き当該管理監督職を占めている職員

に当該管理監督職を占めたまま勤務をさせ，又は当該職員を当該管理監督職が属する

特定管理監督職群の他の管理監督職に降任し，若しくは転任することができる。 

 ４ 任命権者は，第１項若しくは第２項の規定により異動期間（これらの規定により延

長された期間を含む。）が延長された管理監督職を占める職員について前項に規定す

る事由があると認めるとき（第２項の規定により延長された当該異動期間を更に延長

することができるときを除く。），又は前項若しくはこの項の規定により異動期間

（前３項又はこの項の規定により延長された期間を含む。）が延長された管理監督職

を占める職員について前項に規定する事由が引き続きあると認めるときは，人事委員

会の承認を得て，延長された当該異動期間の末日の翌日から起算して１年を超えない

期間内で延長された当該異動期間を更に延長することができる。 

  （異動期間の延長等に係る職員の同意） 

 第９条 任命権者は，前条第１項から第４項までの規定により異動期間を延長する場合

及び同条第３項の規定により他の管理監督職に降任等をする場合には，あらかじめ職



 

 

員の同意を得なければならない。 

  （異動期間の延長事由が消滅した場合の措置） 

 第１０条 任命権者は，第８条の規定により異動期間を延長した場合において，当該異

動期間の末日の到来前に当該異動期間の延長の事由が消滅したときは，他の職への降

任等をするものとする。 

    第４章 定年前再任用短時間勤務制 

  （定年前再任用短時間勤務職員の任用） 

 第１１条 任命権者は，年齢６０年に達した日以後に退職（臨時的に任用される職員そ

の他の法律により任期を定めて任用される職員及び非常勤職員が退職する場合を除

く。）をした者（以下この条及び次条において「年齢６０年以上退職者」という。）

を，従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考により，短時

間勤務の職（当該職を占める職員の１週間当たりの通常の勤務時間が，常時勤務を要

する職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占める職員の１週間当たりの通

常の勤務時間に比し短い時間である職をいう。以下この条及び次条において同じ。）

に採用することができる。ただし，年齢６０年以上退職者がその者を採用しようとす

る短時間勤務の職に係る定年退職日相当日（短時間勤務の職を占める職員が，常時勤

務を要する職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場

合における定年退職日をいう。）を経過した者であるときは，この限りでない。 

 第１２条 任命権者は，前条本文の規定によるほか，本市が組織する地方公共団体の組

合の年齢６０年以上退職者を，従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報

に基づく選考により，短時間勤務の職に採用することができる。 

 ２ 前項の場合においては，前条ただし書の規定を準用する。 

    第５章 雑則 

  （雑則） 

 第１３条 この条例の実施に関し必要な事項は，人事委員会規則で定める。 

  附則第２項中「第２８条の２第１項」を「第２８条の６第１項」に，「その職員」を

「当該職員」に改め，附則に次の３項を加える。 

  （定年に関する経過措置） 



 

 

 ３ 令和５年４月１日から令和１３年３月３１日までの間における第３条の規定の適用

については，次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ，同条中「６５年」とあるのは，

それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで ６１年 

令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで ６２年 

令和９年４月１日から令和１１年３月３１日まで ６３年 

令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日まで ６４年 

 ４ 令和５年４月１日から令和１３年３月３１日までの間において，岡山市職員の定年

等に関する条例等の一部を改正する等の条例（令和４年市条例第  号。次項におい

て「令和４年改正条例」という。）による改正前の第３条の医師及び歯科医師につい

ては，前項の規定にかかわらず，定年は年齢６５年とする。 

  （情報の提供及び勤務の意思の確認） 

 ５ 任命権者は，当分の間，職員（臨時的に任用される職員その他の法律により任期を

定めて任用される職員，非常勤職員並びに令和４年改正条例による改正前の第３条の

医師及び歯科医師を除く。以下この項において同じ。）が年齢６０年に達する日の属

する年度の前年度（以下この項において「情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべ

き年度」という。）（情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度に職員でなか

った者で，当該情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度の末日後に採用され

た職員（異動等により情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度の末日を経過

することとなった職員（以下この項において「末日経過職員」という。）を除く。）

にあっては，当該職員が採用された日から同日の属する年度の末日までの期間，末日

経過職員にあっては，当該職員の異動等の日が属する年度（当該日が年度の初日であ

る場合は，当該年度の前年度））において，当該職員に対し，当該職員が年齢６０年

に達する日以後に適用される任用及び給与に関する措置の内容その他の必要な情報を

提供するものとするとともに，同日の翌日以後における勤務の意思を確認するよう努

めるものとする。 

 （岡山市職員の分限に関する基準，手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第２条 岡山市職員の分限に関する基準，手続及び効果に関する条例（昭和２７年市条例



 

 

第４号）の一部を次のように改正する。 

  第２条の２の見出し中「事由」を「降格の事由」に改め，同条第１項中「をい

う。）」を「をいう。以下同じ。）及び法第２８条の２第１項に規定する降給（同項本

文の規定による他の職への転任により現に属する職務の級より同一の給料表の下位の職

務の級に分類されている職務を遂行することとなつた場合において，降格することをい

う。）」に改め，同条第２項中「降任された」を「降任により現に属する職務の級より

同一の給料表の下位の職務の級に分類されている職務を遂行することとなつた」に，

「する場合において」を「し」に，「ときは」を「場合は」に，「降給」を「降格」に

改める。 

  附則に次の２項を加える。 

 １０ 岡山市職員の給与に関する条例（昭和２６年市条例第５号）附則第１３項の規定

の適用を受ける職員に対する第２条の２第１項の規定の適用については，当分の間，

同項中「とする」とあるのは，「並びに岡山市職員の給与に関する条例附則第１３項

の規定による降給とする」とする。 

 １１ 第３条第２項の規定は，岡山市職員の給与に関する条例附則第１３項の規定によ

る降給の場合には，適用しない。この場合において，同項の規定の適用を受ける職員

には，人事委員会規則の規定により，同項の規定の適用により給料月額が異動するこ

ととなつた旨の通知を行うものとする。 

 （公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正） 

第３条 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成１４年市条例第１０号）の一

部を次のように改正する。 

  第２条第２項第１号中「第２８条の４第１項，第２８条の５第１項又は第２８条の６

第１項若しくは第２項」を「第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項若しくは第２

項」に改め，同項第２号中「第２８条の５第１項又は第２８条の６第２項」を「第２２

条の４第１項又は第２２条の５第１項若しくは第２項」に改め，同項第４号中「引き続

いて」を「引き続き」に改め，同項中第５号を第６号とし，第４号の次に次の１号を加

える。 

(5) 定年条例第８条第１項から第４項までの規定により異動期間（これらの規定によ 



 

 

り延長された期間を含む。）を延長された管理監督職を占める職員 

  第１１条第１号中「第２８条の４第１項，第２８条の５第１項又は第２８条の６第１

項若しくは第２項」を「第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項若しくは第２項」

に改め，同条第２号中「第２８条の５第１項又は第２８条の６第２項」を「第２２条の

４第１項又は第２２条の５第１項若しくは第２項」に改め，同条第４号中「引き続い

て」を「引き続き」に改め，同条中第５号を第６号とし，第４号の次に次の１号を加え

る。 

(5) 定年条例第８条第１項から第４項までの規定により異動期間（これらの規定によ 

り延長された期間を含む。）を延長された管理監督職を占める職員 

（岡山市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

第４条 岡山市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年市条例第２３ 

号）の一部を次のように改正する。 

  第３条中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に改める。 

 （岡山市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第５条 岡山市職員の給与に関する条例（昭和２６年市条例第５号）の一部を次のように

改正する。 

  第３条の２中「その者」を「当該職員」に改める。 

  第３条の３第１項ただし書中「その者」を「当該育児短時間勤務職員等」に改め，同

条第２項中「の定める」を「で定める」に改め，同項ただし書中「その者」を「当該育

児短時間勤務職員等」に改める。 

  第４条第１項中「その者」を「当該職員」に改め，同条第２項ただし書中「その者」

を「当該育児短時間勤務職員等」に改め，同条第３項を次のように改める。 

 ３ ５５歳（人事委員会規則で定める職員にあつては，５６歳以上の年齢で人事委員会

規則で定めるもの）に達した日以後の最初の３月３１日を超えて在職する職員に関す

る第１項の規定による昇給は，前項の規定にかかわらず，第１項に規定する期間にお

ける当該職員の勤務成績が極めて良好である場合又は特に良好である場合に限り行う

ものとし，昇給させる場合の昇給の号給数は，勤務成績に応じて人事委員会規則で定

める基準に従い決定するものとする。ただし，育児短時間勤務職員等の給料月額につ



 

 

いては，当該育児短時間勤務職員等の受ける号給に応じた額に，算出率を乗じて得た

額とする。 

  第４条の２の見出し中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め，同

条第１項を次のように改める。 

   法第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項若しくは第２項の規定により採用さ

れた職員（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）の給料月額は，当該定年

前再任用短時間勤務職員に適用される給料表の定年前再任用短時間勤務職員の欄に掲

げる基準給料月額のうち，第３条第３項の規定により当該定年前再任用短時間勤務職

員の属する職務の級に応じた額に，勤務時間条例第２条第３項の規定により定められ

た当該定年前再任用短時間勤務職員の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除

して得た数を乗じて得た額（５０円未満の端数があるときはこれを切り捨てた金額と

し，５０円以上１００円未満の端数があるときはこれを１００円に切り上げた金額と

する。）とする。 

  第４条の２第２項を削る。 

  第４条の３第１項中「又は育児休業法第１８条第１項」を削り，「その者」を「当該

職員」に改め，同条第２項中「その者」を「当該任期付短時間勤務職員」に改める。 

  第４条の４第２項及び第３項中「その者」を「当該パートタイム会計年度任用職員」

に改める。 

第６条第２項中「その者」を「当該職員」に改める。 

  第７条第１項第１号中「以下」の次に「この項から第３項までにおいて」を加え，同

項第２号中「以下」の次に「この条において」を加え，同条第２項第１号中「算出した

その者」を「算出した当該職員」に改め，「相当する額（以下」の次に「この号及び次

項において」を加え，同号ただし書中「以下」の次に「この号及び第３号において」を

加え，「その者」を「当該職員」に改め，同項第２号中「再任用短時間勤務職員」を

「定年前再任用短時間勤務職員」に改め，同項第３号中「その者」を「当該職員」に改

め，同条第３項中「交通機関等（以下」を「交通機関等（第１号において」に，「。以

下」を「。第１号において」に改め，同項第１号中「算出したその者」を「算出した当

該職員」に改め，同号ただし書中「以下」の次に「この号において」を加え，「その



 

 

者」を「当該職員」に改める。 

  第１１条第１項中「場合は」を「場合には」に改め，同条第２項及び第３項ただし書

中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め，同条第４項中

「（第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）」を削り，「場合は」を

「場合には」に改め，同条第５項中「場合は」を「場合には」に改める。 

  第１４条第２項中「その者」を「当該パートタイム会計年度任用職員」に改める。 

  第１４条の３第２項中「その者」を「当該職員」に改める。 

  第１４条の６第１項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に改める。 

  第１８条第２項中「その者」を「当該職員」に改め，同条第３項中「再任用職員」を

「定年前再任用短時間勤務職員」に改め，同条第５項中「乗じて得た額」の次に「（規

則で定める管理又は監督の地位にある職員にあつては，その額に給料の月額に１００分

の２５を超えない範囲内で規則で定める割合を乗じて得た額を加算した額）」を加える。 

  第１８条の３第４号並びに第１８条の４第１項及び第５項中「その者」を「当該職

員」に改める。 

第１９条第１項中「この条」を「この項から第３項まで」に，「その者」を「当該職

員」に改め，同条第２項第１号及び第２号中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤

務職員」に改める。 

  第２０条の２の見出し中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め，

同条中「第５条」を「第３条の３，第４条，第５条」に，「再任用職員」を「定年前再

任用短時間勤務職員」に改める。 

  附則に次の７項を加える。 

 １３ 当分の間，職員の給料月額は，当該職員が６０歳に達した日後における最初の４

月１日（附則第１５項において「特定日」という。）以後，当該職員に適用される給

料表の給料月額のうち，第３条第３項の規定により当該職員の属する職務の級並びに

第３条の３並びに第４条第２項及び第３項の規定により当該職員の受ける号給に応じ

た額に１００分の７０を乗じて得た額（５０円未満の端数があるときはこれを切り捨

てた金額とし，５０円以上１００円未満の端数があるときはこれを１００円に切り上



 

 

げた金額とする。）とする。 

 １４ 前項の規定は，次に掲げる職員には適用しない。 

(1) 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用される職員及び非

常勤職員 

(2) 医師及び歯科医師 

(3) 法第２８条の５第１項又は第２項の規定により法第２８条の２第１項に規定する

異動期間（法第２８条の５第１項又は第２項の規定により延長された期間を含

む。）を延長された法第２８条の２第１項に規定する管理監督職を占める職員 

(4) 法第２８条の７第１項又は第２項の規定により勤務している職員（法第２８の６

第１項に規定する定年退職日において前項の規定が適用されていた職員を除く。） 

 １５ 法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等をされた職員であつて，当該

他の職への降任等をされた日（以下この項及び附則第１７項において「異動日」とい

う。）の前日から引き続き同一の給料表の適用を受ける職員のうち，特定日に附則第

１３項の規定により当該職員の受ける給料月額（以下この項において「特定日給料月

額」という。）が異動日の前日に当該職員が受けていた給料月額に１００分の７０を

乗じて得た額（５０円未満の端数があるときはこれを切り捨てた金額とし，５０円以

上１００円未満の端数があるときはこれを１００円に切り上げた金額とする。以下こ

の項において「基礎給料月額」という。）に達しないこととなる職員（市長が別に定

める職員を除く。）には，当分の間，特定日以後，附則第１３項の規定により当該職

員の受ける給料月額のほか，基礎給料月額と特定日給料月額との差額に相当する額を

給料として支給する。 

 １６ 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給料月額との合

計額が第３条第３項の規定により当該職員の属する職務の級における最高の号給の給

料月額を超える場合における前項の規定の適用については，同項中「基礎給料月額と

特定日給料月額」とあるのは，「第３条第３項の規定により当該職員の属する職務の

級における最高の号給の給料月額と当該職員の受ける給料月額」とする。 

 １７ 異動日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（附則第１３項の規定の適

用を受ける職員に限り，附則第１５項に規定する職員を除く。）であつて，同項の規



 

 

定による給料を支給される職員との権衡上必要があると認められる職員には，当分の

間，当該職員の受ける給料月額のほか，市長が別に定めるところにより，前２項の規

定に準じて算出した額を給料として支給する。 

 １８ 附則第１５項又は前項の規定による給料を支給される職員以外の附則第１３項の

規定の適用を受ける職員であつて，任用の事情を考慮して当該給料を支給される職員

との権衡上必要があると認められる職員には，当分の間，当該職員の受ける給料月額

のほか，市長が別に定めるところにより，前３項の規定に準じて算出した額を給料と

して支給する。 

 １９ 附則第１３項から前項までに定めるもののほか，附則第１３項の規定による給料

月額，附則第１５項の規定による給料その他附則第１３項から前項までの規定の施行

に関し必要な事項は，市長が別に定める。 

  別表第１の表再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤

務職員」に改め，同表再任用職員の項を次のように改める。 

定年前

再任用

短時間

勤務職

員 

 基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

円

２１

３，４

００

円

２５

２，９

００

円

２７

２，２

００

円

２８

６，４

００

円

３１

１，６

００

円

３５

２，２

００

円

３８

５，３

００

円

４３

５，８

００

  別表第２教育職給料表ア教育職給料表（１）の表再任用職員以外の職員の項中「再任

用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め，同表再任用職員の項を次のように

改める。 

定年前再任用

短時間勤務職

員 

 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額 

円

２３３，３００

円

２７１，１００

円

３２７，７００

円

４１１，４００

  別表第２教育職給料表イ教育職給料表（２）の表再任用職員以外の職員の項中「再任

用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め，同表再任用職員の項を次のように

改める。 



 

 

定年前再任用

短時間勤務職

員 

 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額 

円

２２４，５００

円

２６７，７００

円

３２１，２００

円

４０１，３００

  別表第２教育職給料表ウ保育幼児教育職給料表の表再任用職員以外の職員の項中「再

任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め，同表再任用職員の項を次のよう

に改める。 

定年前再

任用短時

間勤務職

員 

 基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

円

２１６，

２００

円 

２５５，

８００ 

円

２７５，

２００

円 

２８９，

２００ 

円

３１４，

７００

円 

３５６，

０００ 

  別表第３医療職給料表ア医療職給料表（１）の表再任用職員以外の職員の項中「再任

用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め，同表再任用職員の項を次のように

改める。 

定年前再任

用短時間勤

務職員 

 基準給料月

額 

基準給料月

額 

基準給料月

額 

基準給料月

額 

基準給料月

額 

円

２９６，２

００

円

３３８，６

００

円

３９３，０

００

円

４６６，０

００

円

５６５，９

００

  別表第３医療職給料表イ医療職給料表（２）の表再任用職員以外の職員の項中「再任

用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め，同表再任用職員の項を次のように

改める。 

定年前

再任用

短時間

勤務職

員 

 基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

円

１８

６，６

００

円

２０

９，７

００

円

２４

１，２

００

円

２５

３，３

００

円

２７

８，９

００

円

３１

９，４

００

円

３６

１，４

００

円

４２

２，７

００



 

 

  別表第３医療職給料表ウ医療職給料表（３）の表再任用職員以外の職員の項中「再任

用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め，同表再任用職員の項を次のように

改める。 

定年前再

任用短時

間勤務職

員 

 基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

円

２３２，

４００

円

２５２，

８００

円 

２６０，

１００ 

円

２６８，

９００

円

２８５，

７００

円

３２２，

７００

円

３６７，

２００

 （技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正） 

第６条 技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和３８年市条例第２９号）

の一部を次のように改正する。 

  第１８条の２の見出し中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め，

同条中「第２８条の４第１項，第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第

２項」を「第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項若しくは第２項」に改める。 

 （岡山市職員の特殊勤務手当支給条例の一部改正） 

第７条 岡山市職員の特殊勤務手当支給条例（昭和２７年市条例第３１号）の一部を次の

ように改正する。 

  第２条ただし書中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に改める。 

 （岡山市職員退職手当支給条例の一部改正） 

第８条 岡山市職員退職手当支給条例（昭和６１年市条例第５２号）の一部を次のように

改正する。 

  第２条第１項中「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の４第１項，

第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された者

を除く。」を削り，同条第２項に次のただし書を加える。 

ただし，地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項第１号に 

掲げる職員については，この限りでない。 

  第４条第１項第１号中「第２８条の２第１項」を「第２８条の６第１項」に，「第２

８条の３第１項」を「第２８条の７第１項」に改める。 



 

 

  第５条第１項第１号中「第２８条の２第１項」を「第２８条の６第１項」に，「第２

８条の３第１項」を「第２８条の７第１項」に改め，同条第２項中「（前項」を「（同

項」に改める。 

  第５条の３中「１５年」を「２０年」に改める。 

  第６条の４第１項中「除く。以下」を「除く。第７条第４項において」に改め，「額

（以下」の次に「この項及び第５項において」を加える。 

  第８条の２第１項第１号中「１５年」を「２０年」に改める。 

  第１０条第４項中「，当該退職」を「当該退職」に，「」とする」を「」とし，当該

退職の日後に事業（その実施期間が３０日未満のものその他規則で定めるものを除

く。）を開始した職員その他これに準ずるものとして規則で定める職員が規則で定める

ところにより，市長にその旨を申し出たときは，当該事業の実施期間（当該実施期間の

日数が４年から第１項及びこの項の規定により算定される期間の日数を除いた日数を超

える場合における当該超える日数を除く。）は，第１項及びこの項の規定による期間に

算入しない」に改め，同条第１１項第５号中「公共職業安定所」の次に「，職業安定法

（昭和２２年法律第１４１号）第４条第９項に規定する特定地方公共団体若しくは同法

第１８条の２に規定する職業紹介事業者」を加える。 

  第１３条第１項第１号及び第５項第２号中「禁錮
こ

」を「禁錮」に改める。 

  第１４条の見出し及び同条第１項第１号中「禁錮
こ

」を「禁錮」に改め，同項第２号及

び第３号中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

第１５条第１項中「にあつては」を「には」に改め，同項第１号中「禁錮
こ

」を「禁 

錮」に改め，同項第２号及び第３号中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職 

員」に改める。 

第１６条第１項中「にあつては」を「には」に改める。 

  第１７条第１項中「。以下この条」を「。以下この項から第６項まで」に，「にあつ

ては」を「には」に改め，同条第２項及び第３項中「にあつては」を「には」に改め，

同条第４項中「禁錮
こ

」を「禁錮」に，「にあつては」を「には」に改め，同条第５項中

「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に，「にあつては」を「には」に改

める。 



 

 

  附則第３項中「第５条の３まで」の次に「及び附則第１２項から第１９項まで」を加

える。 

  附則第６項中「第５条の２」の次に「及び附則第１５項」を加える。 

  附則第７項中「第５条」の次に「又は附則第１３項」を加える。 

  附則中第１２項を第２０項とし，第１１項の次に次の８項を加える。 

 １２ 当分の間，第４条第１項の規定は，１０年を超え２５年未満の期間勤続した者で

あつて，６０歳に達した日以後その者の非違によることなく退職した者（定年の定め

のない職を退職した者及び同項又は同条第２項の規定に該当する者を除く。）に対す

る退職手当の基本額について準用する。この場合における第３条の規定の適用につい

ては，同条第１項中「又は第５条」とあるのは，「，第５条又は附則第１２項」とす

る。 

 １３ 当分の間，第５条第１項の規定は，２５年以上の期間勤続した者であつて，６０

歳に達した日以後その者の非違によることなく退職した者（定年の定めのない職を退

職した者及び同項又は同条第２項の規定に該当する者を除く。）に対する退職手当の

基本額について準用する。この場合における第３条の規定の適用については，同条第

１項中「又は第５条」とあるのは，「，第５条又は附則第１３項」とする。 

 １４ 前２項の規定は，次に掲げる職員が退職した場合に支給する退職手当の基本額に

ついては適用しない。 

(1) 岡山市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例（令和４年市条例

第  号）による改正前の岡山市職員の定年等に関する条例（昭和５９年市条例第

９号）第３条の医師及び歯科医師 

(2) 給与その他の処遇の状況が前号に掲げる職員に類する職員として市長が別に定め

る職員 

 １５ 岡山市職員の給与に関する条例附則第１３項の規定による職員の給料月額の改定

は，給料月額の減額改定に該当しないものとする。 

 １６ 当分の間，第４条第１項第４号並びに第５条第１項第３号，第６号及び第７号に

掲げる者（退職の日において定められているその者に係る定年が別に定める年齢を超

える者に限る。）（市長が別に定める者を除く。）に対する第５条の３及び第６条の



 

 

３の規定の適用については，第５条の３の表第４条第１項及び第５条第１項の項，第

５条の２第１項第１号の項及び第５条の２第１項第２号の項並びに第６条の３の表第

６条の項，第６条の２第１号の項及び第６条の２第２号の項中「１００分の３（別に

定める年齢と退職の日の属する年度の３月３１日におけるその者の年齢との差に相当

する年数が１年である職員にあつては，１００分の２）」とあるのは，「１００分の 

３」とする。 

 １７ 当分の間，第４条第１項第４号及び第５条第１項（第１号及び第５号を除く。）

に規定する者に対する第５条の３の規定の適用及び第８条の２の規定の適用について

は，第５条の３本文及び第８条の２第１項第１号中「２０年を」とあるのは，「１５

年を」とする。 

 １８ 当分の間，第５条第１項第２号及び第４号に掲げる者のうち，別に定める年齢に

達する日の属する年度の前年度の３月３１日までに退職した者に対する第５条の３及

び第６条の３の規定の適用については，第５条の３の表第４条第１項及び第５条第１

項の項，第５条の２第１項第１号の項及び第５条の２第１項第２号の項並びに第６条

の３の表第６条の項，第６条の２第１号の項及び第６条の２第２号の項中「１００分

の３（別に定める年齢と退職の日の属する年度の３月３１日におけるその者の年齢と

の差に相当する年数が１年である職員にあつては，１００分の２）」とあるのは， 

「別に定める年齢と退職の日の属する年度の３月３１日におけるその者の年齢との差

に相当する年数に１００分の３を乗じて得た割合を退職の日において定められている

その者に係る定年と退職の日の属する年度の３月３１日におけるその者の年齢との差

に相当する年数で除して得た割合」とする。 

 １９ 当分の間，第５条第１項第２号及び第４号に掲げる者のうち，別に定める年齢に

達する日の属する年度以後に退職した者に対する第５条の３及び第６条の３の規定の

適用については，第５条の３の表第４条第１項及び第５条第１項の項，第５条の２第

１項第１号の項及び第５条の２第１項第２号の項並びに第６条の３の表第６条の項，

第６条の２第１号の項及び第６条の２第２号の項中「１００分の３（別に定める年齢

と退職の日の属する年度の３月３１日におけるその者の年齢との差に相当する年数が

１年である職員にあつては，１００分の２）」とあるのは，「１００分の２を退職の



 

 

日において定められているその者に係る定年と退職の日の属する年度の３月３１日に

おけるその者の年齢との差に相当する年数で除して得た割合」とする。 

 （岡山市職員の勤務時間，休日及び休暇に関する条例の一部改正） 

第９条 岡山市職員の勤務時間，休日及び休暇に関する条例（昭和３６年市条例第４８

号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第３項中「第２８条の４第１項若しくは第２８条の５第１項又は同法第２８条

の６第１項若しくは第２項」を「第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項若しくは

第２項」に，「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に，「再任用短時間勤

務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

  第３条第１項ただし書，第２項ただし書及び第４項並びに第９条第１項第１号中「再

任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

 （岡山市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第１０条 岡山市職員の育児休業等に関する条例（平成４年市条例第５号）の一部を次の

ように改正する。 

  第２条第２号中「）第４条の規定により引き続いて」を「。以下「定年条例」とい 

う。）第４条第１項又は第２項の規定により引き続き」に改め，同条中第４号を第５号

とし，第３号を第４号とし，第２号の次に次の１号を加える。 

(3) 定年条例第８条第１項から第４項までの規定により異動期間（これらの規定によ

り延長された期間を含む。）を延長された管理監督職を占める職員 

  第１０条第２号中「岡山市職員の定年等に関する条例」を「定年条例」に，「の規定

により引き続いて勤務し，又は同条第２項の規定により期限を延長された」を「又は第

２項の規定により引き続き勤務している」に改め，同条に次の１号を加える。 

(3) 定年条例第８条第１項から第４項までの規定により異動期間（これらの規定によ 

り延長された期間を含む。）を延長された管理監督職を占める職員 

  第１９条第２号中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に，「再任用短

時間勤務職員等」を「短時間勤務職員」に改める。 

  第２０条第１項中「再任用短時間勤務職員等」を「短時間勤務職員」に改める。 

  第２３条を第２５条とし，第２２条の次に次の２条を加える。 



 

 

 （妊娠又は出産等についての申出があった場合における措置等） 

 第２３条 任命権者は，職員が当該任命権者に対し，当該職員又はその配偶者が妊娠し，

又は出産したことその他これに準ずる事実を申し出たときは，当該職員に対して，育

児休業に関する制度その他の事項を知らせるとともに，育児休業の承認の請求に係る

当該職員の意向を確認するための面談その他の措置を講じなければならない。 

 ２ 任命権者は，職員が前項の規定による申出をしたことを理由として，当該職員が不

利益な取扱いを受けることがないようにしなければならない。 

  （勤務環境の整備に関する措置） 

 第２４条 任命権者は，育児休業の承認の請求が円滑に行われるようにするため，次に

掲げる措置を講じなければならない。 

  (1) 職員に対する育児休業に係る研修の実施 

  (2) 育児休業に関する相談体制の整備 

  (3) その他育児休業に係る勤務環境の整備に関する措置 

 （岡山市立の小学校，中学校及び義務教育学校の教育職員の給与等に関する条例の一部

改正） 

第１１条 岡山市立の小学校，中学校及び義務教育学校の教育職員の給与等に関する条例

（平成２８年市条例第６１号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に改める。 

  第９条第２項中「第２８条の４第１項，第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項

若しくは第２項」を「第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項若しくは第２項」に

改める。 

  第１２条の２第１項中「乗じて得た額」の次に「（教育委員会規則で定める管理又は

監督の地位にある教育職員にあっては，その額に給料及び教職調整額の月額に１００分 

の２５を超えない範囲内で教育委員会規則で定める割合を乗じて得た額を加算した 

額）」を加える。 

  別表第１の表再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤

務職員」に改め，同表再任用職員の項を次のように改める。 

定年前再任用  基準給料月 基準給料月 基準給料月 基準給料月 基準給料月



 

 

短時間勤務職

員 

額 額 額 額 額 

円

２３０，６

００

円

２７７，４

００

円

３０４，４

００

円

３３０，７

００

円

４１１，５

００

 （岡山市立高等学校教育職員の給与，退職手当，勤務時間その他の勤務条件の特例に関

する条例の一部改正） 

第１２条 岡山市立高等学校教育職員の給与，退職手当，勤務時間その他の勤務条件の特

例に関する条例（平成２１年市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に改める。 

 （岡山市水道企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正） 

第１３条 岡山市水道企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和４２年市条例第

４号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第１項中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に改める。 

  第１８条の２の見出し中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め，

同条中「第２８条の４第１項，第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第

２項」を「第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項若しくは第２項」に改める。 

 （岡山市市場企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正） 

第１４条 岡山市市場企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（平成１３年市条例第

６６号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第１項中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に改める。 

  第２７条の見出し中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め，同条

中「第２８条の４第１項，第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２

項」を「第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項若しくは第２項」に改める。 

（岡山市職員の懲戒に関する手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第１５条 岡山市職員の懲戒に関する手続及び効果に関する条例（昭和２７年市条例第５

号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「において」を「，その発令の日に受ける」に改め，同条に後段として次の 

ように加える。 



 

 

この場合において，その減ずる額が現に受ける給料及びこれに対する地域手当の合

計額の１０分の１に相当する額を超えるときは，当該額を減ずるものとする。 

 （外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例の一部改正） 

第１６条 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例（平成２

８年市条例第５８号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第２項第４号中「昭和５９年市条例第９号」の次に「。以下「定年条例」とい

う。」を加え，「引き続いて」を「引き続き」に改め，同項中第５号を第６号とし，第

４号の次に次の１号を加える。 

 (5) 定年条例第８条第１項から第４項までの規定により異動期間（これらの規定によ 

り延長された期間を含む。）を延長された管理監督職を占める職員 

 （岡山市職員の再任用に関する条例の廃止） 

第１７条 岡山市職員の再任用に関する条例（平成１５年市条例第３１号）は，廃止する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，令和５年４月１日から施行する。ただし，次の各号に掲げる規定は，当

該各号に定める日から施行する。 

 (1) 第１０条中岡山市職員の育児休業等に関する条例第２３条を第２５条とし，第２２

条の次に次の２条を加える改正規定並びに附則第２７項の規定 公布の日 

 (2) 第８条中岡山市職員退職手当支給条例第１０条第４項の改正規定及び附則第３９項

の規定 令和４年７月１日 

 (3) 第８条中岡山市職員退職手当支給条例第１０条第１１項第５号の改正規定 令和４

年１０月１日 

 (4) 第５条中岡山市職員の給与に関する条例第４条第３項の改正規定及び附則第３０項

の規定 令和５年１月１日 

 （勤務延長に関する経過措置） 

２ 任命権者は，この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に第１条の規定によ

る改正前の岡山市職員の定年等に関する条例（以下「改正前の定年条例」という。）第

４条第１項又は第２項の規定により勤務することとされ，かつ，改正前の定年条例勤務



 

 

延長期限（同条第１項の期限又は同条第２項の規定により延長された期限をいう。以下

この項において同じ。）が施行日以後に到来する職員（以下この項において「改正前の

定年条例勤務延長職員」という。）について，改正前の定年条例勤務延長期限又はこの

項の規定により延長された期限が到来する場合において，第１条の規定による改正後の

岡山市職員の定年等に関する条例（以下「改正後の定年条例」という。）第４条第１項

各号に掲げる事由があると認めるときは，人事委員会の承認を得て，これらの期限の翌

日から起算して１年を超えない範囲内で期限を延長することができる。ただし，当該期

限は，当該改正前の定年条例勤務延長職員に係る改正前の定年条例第２条に規定する定

年退職日の翌日から起算して３年を超えることができない。 

３ 任命権者は，基準日（施行日，令和７年４月１日，令和９年４月１日，令和１１年４

月１日及び令和１３年４月１日をいう。以下この項において同じ。）から基準日の翌年

の３月３１日までの間，基準日における改正後の定年条例第３条に規定する定年（以下

「改正後定年」という。）が基準日の前日における改正後定年（基準日が施行日である

場合には，施行日の前日における改正前の定年条例第３条に規定する定年（以下「改正

前定年」という。））を超える職及びこれに相当する基準日以後に設置された職その他

の人事委員会規則で定める職に，基準日から基準日の翌年の３月３１日までの間に改正

後の定年条例第４条第１項若しくは第２項の規定，地方公務員法の一部を改正する法律

（令和３年法律第６３号。以下「令和３年改正法」という。）附則第３条第５項又は前

項の規定により勤務している職員のうち，基準日の前日において同日における当該職に

係る改正後定年（基準日が施行日である場合には，施行日の前日における改正前定年）

に達している職員（当該人事委員会規則で定める職にあっては，人事委員会規則で定め

る職員）を昇任し，降任し，又は転任することができない。 

４ 改正後の定年条例第４条第３項から第５項までの規定は，附則第２項の規定による勤

務について準用する。 

 （定年退職者等の再任用に関する経過措置） 

５ 任命権者は，次に掲げる者のうち，年齢６５年に達する日以後における最初の３月３

１日（以下この項から附則第１８項までにおいて「特定年齢到達年度の末日」とい

う。）までの間にある者であって，当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に係



 

 

る改正前定年（施行日以後に新たに設置された職及び施行日以後に組織の変更等により

名称が変更された職にあっては，当該職が施行日の前日に設置されていたものとした場

合における改正前定年に準じた当該職に係る年齢。附則第１０項において同じ。）に達

している者を，従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考によ

り，１年を超えない範囲内で任期を定め，当該常時勤務を要する職に採用することがで

きる。 

(1) 施行日前に改正前の定年条例第２条の規定により退職した者 

(2) 改正前の定年条例第４条第１項若しくは第２項，令和３年改正法附則第３条第５項

又は附則第２項の規定により勤務した後退職した者 

(3) ２５年以上勤続して施行日前に退職した者（前２号に掲げる者を除く。）であって，

当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間にある者 

(4) ２５年以上勤続して施行日前に退職した者（前３号に掲げる者を除く。）であって，

当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間に，旧地方公務員法再任

用（令和３年改正法による改正前の地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２

８条の４第１項，第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定

により採用することをいう。）又は暫定再任用（この項，次項，附則第１０項，第１

１項，第１３項，第１４項，第１６項又は第１７項の規定により採用することをいう。

次項第６号において同じ。）をされたことがある者 

６ 令和１４年３月３１日までの間，任命権者は，次に掲げる者のうち，特定年齢到達年

度の末日までの間にある者であって，当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に

係る改正後定年に達している者を，従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情

報に基づく選考により，１年を超えない範囲内で任期を定め，当該常時勤務を要する職

に採用することができる。 

(1) 施行日以後に改正後の定年条例第２条の規定により退職した者 

(2) 施行日以後に改正後の定年条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務した後退

職した者 

(3) 施行日以後に改正後の定年条例第１１条の規定により採用された者のうち，令和３

年改正法による改正後の地方公務員法（以下「新地方公務員法」という。）第２２条



 

 

の４第３項に規定する任期が満了したことにより退職した者 

(4) 施行日以後に改正後の定年条例第１２条第１項の規定により採用された者のうち，

新地方公務員法第２２条の５第３項において準用する新地方公務員法第２２条の４第

３項に規定する任期が満了したことにより退職した者 

(5) ２５年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除く。）であっ

て，当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間にある者 

(6) ２５年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除く。）であっ

て，当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間に，暫定再任用をさ

れたことがある者 

７ 前２項の任期又はこの項の規定により更新された任期は，１年を超えない範囲内で更

新することができる。ただし，当該任期の末日は，前２項の規定により採用する者又は

この項の規定により任期を更新する者の特定年齢到達年度の末日以前でなければならな

い。 

８ 暫定再任用職員（附則第５項，第６項，第１０項，第１１項，第１３項，第１４項，

第１６項又は第１７項の規定により採用された職員をいう。以下この項及び次項におい

て同じ。）の前項の規定による任期の更新は，当該暫定再任用職員の当該更新直前の任

期における勤務実績が，当該暫定再任用職員の能力評価及び業績評価の全体評語その他

勤務の状況を示す事実に基づき良好である場合に行うことができる。 

９ 任命権者は，暫定再任用職員の任期を更新する場合には，あらかじめ当該暫定再任用

職員の同意を得なければならない。 

１０ 任命権者は，附則第５項の規定によるほか，本市が組織する地方公共団体の組合

（以下「組合」という。）における同項各号に掲げる者のうち，特定年齢到達年度の末

日までの間にある者であって，当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に係る改

正前定年に達している者を，従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報に基

づく選考により，１年を超えない範囲内で任期を定め，当該常時勤務を要する職に採用

することができる。 

１１ 令和１４年３月３１日までの間，任命権者は，附則第６項の規定によるほか，組合

における同項各号に掲げる者のうち，特定年齢到達年度の末日までの間にある者であっ



 

 

て，当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に係る改正後定年に達している者を，

従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考により，１年を超え

ない範囲内で任期を定め，当該常時勤務を要する職に採用することができる。 

１２ 前２項の場合においては，附則第７項から第９項までの規定を準用する。 

１３ 任命権者は，新地方公務員法第２２条の４第４項の規定にかかわらず，附則第５項

各号に掲げる者のうち，特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって，当該者を

採用しようとする短時間勤務の職（改正後の定年条例第１１条に規定する短時間勤務の

職をいう。以下この項から附則第２６項までにおいて同じ。）に係る改正前定年相当年

齢（短時間勤務の職を占める職員が，常時勤務を要する職でその職務が当該短時間勤務

の職と同種の職を占めているものとした場合における改正前定年（施行日以後に新たに

設置された短時間勤務の職及び施行日以後に組織の変更等により名称が変更された短時

間勤務の職にあっては，当該職が施行日の前日に設置されていたものとした場合におい

て，当該職を占める職員が，常時勤務を要する職でその職務が当該職と同種の職を占め

ているものとしたときにおける改正前定年に準じた当該職に係る年齢）をいう。附則第

１６項において同じ。）に達している者を，従前の勤務実績その他の人事委員会規則で

定める情報に基づく選考により，１年を超えない範囲内で任期を定め，当該短時間勤務

の職に採用することができる。 

１４ 令和１４年３月３１日までの間，任命権者は，新地方公務員法第２２条の４第４項

の規定にかかわらず，附則第６項各号に掲げる者のうち，特定年齢到達年度の末日まで

の間にある者であって，当該者を採用しようとする短時間勤務の職に係る改正後定年相

当年齢（短時間勤務の職を占める職員が，常時勤務を要する職でその職務が当該短時間

勤務の職と同種の職を占めているものとした場合における改正後定年をいう。附則第１

７項及び第２６項において同じ。）に達している者（改正後の定年条例第１１条の規定

により当該短時間勤務の職に採用することができる者を除く。）を，従前の勤務実績そ

の他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考により，１年を超えない範囲内で任期

を定め，当該短時間勤務の職に採用することができる。 

１５ 前２項の場合においては，附則第７項から第９項までの規定を準用する。 

１６ 任命権者は，附則第１３項の規定によるほか，新地方公務員法第２２条の５第３項



 

 

において準用する新地方公務員法第２２条の４第４項の規定にかかわらず，組合におけ

る附則第５項各号に掲げる者のうち，特定年齢到達年度の末日までの間にある者であっ

て，当該者を採用しようとする短時間勤務の職に係る改正前定年相当年齢に達している

者を，従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考により，１年

を超えない範囲内で任期を定め，当該短時間勤務の職に採用することができる。 

１７ 令和１４年３月３１日までの間，任命権者は，附則第１４項の規定によるほか，新

地方公務員法第２２条の５第３項において準用する新地方公務員法第２２条の４第４項

の規定にかかわらず，組合における附則第６項各号に掲げる者のうち，特定年齢到達年

度の末日までの間にある者であって，当該者を採用しようとする短時間勤務の職に係る

改正後定年相当年齢に達している者（改正後の定年条例第１２条第１項の規定により当

該短時間勤務の職に採用することができる者を除く。）を，従前の勤務実績その他の人

事委員会規則で定める情報に基づく選考により，１年を超えない範囲内で任期を定め，

当該短時間勤務の職に採用することができる。 

１８ 前２項の場合においては，附則第７項から第９項までの規定を準用する。 

 （令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める職及び年齢） 

１９ 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める職は，次に掲げる職とする。 

(1) 施行日以後に新たに設置された職 

(2) 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職 

２０ 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める年齢は，前項に規定する職が施行

日の前日に設置されていたものとした場合における改正前定年に準じた当該職に係る年

齢とする。 

 （令和３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地方公務員法第

２２条の４第４項の条例で定める職及び年齢） 

２１ 令和３年改正法附則第４条から第７条までの規定が適用される場合における令和３

年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地方公務員法第２２条の

４第４項の条例で定める職は，次に掲げる職とする。 

(1) 施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職 

(2) 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された短時間勤務の職 



 

 

２２ 令和３年改正法附則第４条から第７条までの規定が適用される場合における令和３

年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地方公務員法第２２条の

４第４項の条例で定める年齢は，前項に規定する職が施行日の前日に設置されていたも

のとした場合において，当該職を占める職員が，常時勤務を要する職でその職務が前項

に規定する職と同種の職を占めているものとしたときにおける改正前定年に準じた前項

に規定する職に係る年齢とする。 

 （令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職並びに条例で定める者及び職員） 

２３ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職は，次に掲げる職のうち，当該

職が基準日（附則第５項から第１８項までの規定が適用される間における各年の４月１

日（施行日を除く。）をいう。以下この項から附則第２５項までにおいて同じ。）の前

日に設置されていたものとした場合において，基準日における改正後定年が基準日の前

日における改正後定年を超える職とする。 

(1) 基準日以後に新たに設置された職（短時間勤務の職を含む。） 

(2) 基準日以後に組織の変更等により名称が変更された職（短時間勤務の職を含む。） 

２４ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める者は，前項に規定する職が基準日

の前日に設置されていたものとした場合において，同日における当該職に係る改正後定

年に達している者とする。 

２５ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職員は，附則第２３項に規定する

職が基準日の前日に設置されていたものとした場合において，同日における当該職に係

る改正後定年に達している職員とする。 

 （定年前再任用短時間勤務職員に関する経過措置） 

２６ 任命権者は，基準日（令和７年４月１日，令和９年４月１日，令和１１年４月１日

及び令和１３年４月１日をいう。以下この項において同じ。）から基準日の翌年の３月

３１日までの間，基準日における改正後定年相当年齢が基準日の前日における改正後定

年相当年齢を超える短時間勤務の職及びこれに相当する基準日以後に設置された短時間

勤務の職その他の人事委員会規則で定める短時間勤務の職（以下この項において「改正

後原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職」という。）に，基準日の前日までに改正後の

定年条例第１１条に規定する年齢６０年以上退職者（基準日前から改正後の定年条例第



 

 

４条第１項又は第２項の規定により勤務した後基準日以後に退職をした者を含む。）の

うち基準日の前日において同日における当該改正後原則定年相当年齢引上げ短時間勤務

職に係る改正後定年相当年齢に達している者（当該人事委員会規則で定める短時間勤務

の職にあっては，人事委員会規則で定める者）を，改正後の定年条例第１１条又は第１

２条第１項の規定により採用することができず，改正後原則定年相当年齢引上げ短時間

勤務職に，改正後の定年条例第１１条又は第１２条第１項の規定により採用された職員

（以下この項において「定年前再任用短時間勤務職員」という。）のうち基準日の前日

において同日における当該改正後原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に係る改正後定

年相当年齢に達している定年前再任用短時間勤務職員（当該人事委員会規則で定める短

時間勤務の職にあっては，人事委員会規則で定める定年前再任用短時間勤務職員）を昇

任し，降任し，又は転任することができない。 

（令和３年改正法附則第２条第３項に規定する条例で定める年齢） 

２７ 令和３年改正法附則第２条第３項に規定する条例で定める年齢は年齢６０年とする。 

 （公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

２８ 令和３年改正法附則第４条第１項若しくは第２項（これらの規定を令和３年改正法

附則第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。），第５条第１項から

第４項まで，第６条第１項若しくは第２項（これらの規定を令和３年改正法附則第９条

第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第７条第１項から第４項ま

での規定により採用された職員（以下「暫定再任用職員」という。）は，第３条の規定

による改正後の公益的法人等への職員の派遣等に関する条例第２条第２項第１号及び第

２号並びに第１１条第１号及び第２号に規定する地方公務員法第２２条の４第１項又は

第２２条の５第１項若しくは第２項の規定により採用された職員とみなして，同条例の

規定を適用する。 

 （岡山市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

２９ 令和３年改正法附則第６条第１項若しくは第２項（これらの規定を令和３年改正法

附則第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第７条第１項か

ら第４項までの規定により採用された職員（以下「暫定再任用短時間勤務職員」とい

う。）は，第４条の規定による改正後の岡山市人事行政の運営等の状況の公表に関する



 

 

条例第３条に規定する地方公務員法第２２条の４第１項に規定する短時間勤務の職を占

める職員とみなして，同条例の規定を適用する。 

 （岡山市職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

３０ 令和８年１２月３１日までの間は，５５歳（人事委員会規則で定める職員にあって

は，５６歳以上の年齢で人事委員会規則で定めるもの）に達した日以後の最初の３月３

１日を超えて在職する職員に関する第５条の規定による改正後の岡山市職員の給与に関

する条例（以下「改正後の岡山市職員の給与条例」という。）第４条第２項の適用につ

いては，同条第３項の規定にかかわらず，同条第２項中「４号給（行政職給料表の適用

を受ける職員でその職務の級が６級以上であるもの及び同表以外の各給料表の適用を受

ける職員でその職務の級がこれに相当するものとして人事委員会規則で定めるものにあ

つては，３号給）」とあるのは，「１号給」とする。 

３１ 改正後の岡山市職員の給与条例附則第１３項から第１９項までの規定は，令和３年

改正法附則第３条第５項又は第６項の規定により勤務している職員には適用しない。 

３２ 暫定再任用短時間勤務職員は，定年前再任用短時間勤務職員とみなして，改正後の

岡山市職員の給与条例第７条第２項，第１１条第２項及び第３項並びに第１４条の６第

１項の規定を適用する。 

３３ 暫定再任用職員は，定年前再任用短時間勤務職員とみなして，改正後の岡山市職員

の給与条例第１８条第３項の規定を適用する。 

３４ 改正後の岡山市職員の給与条例第１９条第１項の職員に暫定再任用職員が含まれる

場合における勤勉手当の額の同条第２項各号に掲げる職員の区分ごとの総額の算定に係

る同項の規定の適用については，同項第１号中「定年前再任用短時間勤務職員」とある

のは「定年前再任用短時間勤務職員及び岡山市職員の定年等に関する条例等の一部を改

正する等の条例（令和４年市条例第  号）附則第２８項に規定する暫定再任用職員

（次号において「暫定再任用職員」という。）」と，同項第２号中「定年前再任用短時

間勤務職員」とあるのは「定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員」とする。 

３５ 岡山市職員の給与に関する条例第５条，第６条，第６条の３，第６条の４及び第２

０条の規定並びに改正後の岡山市職員の給与条例第３条の３及び第４条の規定は，暫定

再任用職員には適用しない。 



 

 

 （技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正に伴う経過措置） 

３６ 技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例第４条，第４条の３及び第１３条

の規定は，暫定再任用職員には適用しない。 

 （岡山市職員の特殊勤務手当支給条例の一部改正に伴う経過措置） 

３７ 暫定再任用短時間勤務職員は，第７条の規定による改正後の岡山市職員の特殊勤務

手当支給条例第２条に規定する地方公務員法第２２条の４第１項に規定する短時間勤務

の職を占める職員とみなして，同条例の規定を適用する。 

 （岡山市職員退職手当支給条例の一部改正に伴う経過措置） 

３８ 暫定再任用職員に対する第８条の規定による改正後の岡山市職員退職手当支給条例

（次項において「改正後の条例」という。）第２条第１項の規定の適用については，同

項中「（以下「職員」という。）」とあるのは，「（地方公務員法の一部を改正する法

律（令和３年法律第６３号）附則第４条第１項若しくは第２項（これらの規定を同法附

則第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。），第５条第１項から第

４項まで，第６条第１項若しくは第２項（これらの規定を同法附則第９条第３項の規定

により読み替えて適用する場合を含む。）又は第７条第１項から第４項までの規定によ

り採用された職員を除く。以下「職員」という。）」とする。 

３９ 改正後の条例第１０条第４項の規定は，附則第１項第２号に掲げる施行日以後に改

正後の条例第１０条第４項の事業を開始した職員その他これに準ずるものとして同項の

規則で定める職員に該当するに至った者について適用する。 

 （岡山市職員の勤務時間，休日及び休暇に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

４０ 暫定再任用短時間勤務職員は，第９条の規定による改正後の岡山市職員の勤務時間，

休日及び休暇に関する条例（以下「改正後の勤務時間条例」という。）第２条第３項に

規定する定年前再任用短時間勤務職員とみなして，改正後の勤務時間条例の規定を適用

する。 

 （岡山市立の小学校，中学校及び義務教育学校の教育職員の給与等に関する条例の一部

改正に伴う経過措置） 

４１ 暫定再任用短時間勤務職員は，第１１条の規定による改正後の岡山市立の小学校，

中学校及び義務教育学校の教育職員の給与等に関する条例（以下「改正後の教育職員の



 

 

給与条例」という。）第２条に規定する地方公務員法第２２条の４第１項に規定する短

時間勤務の職を占める者とみなして，改正後の教育職員の給与条例の規定を適用する。 

 （岡山市立高等学校教育職員の給与，退職手当，勤務時間その他の勤務条件の特例に関

する条例の一部改正に伴う経過措置） 

４２ 暫定再任用短時間勤務職員は，第１２条の規定による改正後の岡山市立高等学校教

育職員の給与，退職手当，勤務時間その他の勤務条件の特例に関する条例第２条に規定

する地方公務員法第２２条の４第１項に規定する短時間勤務の職を占める者とみなして，

同条例の規定を適用する。 

 （岡山市水道企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正に伴う経過措置） 

４３ 暫定再任用短時間勤務職員は，第１３条の規定による改正後の岡山市水道企業職員

の給与の種類及び基準を定める条例第２条第１項に規定する地方公務員法第２２条の４

第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員とみなして，同条例の規定を適用する。 

４４ 岡山市水道企業職員の給与の種類及び基準を定める条例第５条，第６条，第６条の

３及び第１５条の規定は，暫定再任用職員には適用しない。 

 （岡山市市場企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正に伴う経過措置） 

４５ 暫定再任用短時間勤務職員は，第１４条の規定による改正後の岡山市市場企業職員

の給与の種類及び基準を定める条例第２条第１項に規定する地方公務員法第２２条の４

第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員とみなして，同条例の規定を適用する。 

４６ 岡山市市場企業職員の給与の種類及び基準を定める条例第５条，第６条，第８条及

び第１９条の規定は，暫定再任用職員には適用しない。 

 （暫定再任用職員の給料月額に関する経過措置） 

４７ 暫定再任用職員の給料月額は，当該暫定再任用職員が定年前再任用短時間勤務職員

であるものとした場合に適用される改正後の岡山市職員の給与条例第３条第１項及び改

正後の教育職員の給与条例第３条に規定する給料表の定年前再任用短時間勤務職員の項

に掲げる基準給料月額のうち，岡山市職員の給与に関する条例第３条第３項の規定によ

り当該暫定再任用職員の属する職務の級に応じた額とする。 

４８ 暫定再任用短時間勤務職員の給料月額は，前項の規定にかかわらず，同項の規定に

よる給料月額に，当該暫定再任用短時間勤務職員が定年前再任用短時間勤務職員である



 

 

ものとした場合に適用される改正後の勤務時間条例第２条第３項の規定により定められ

た当該暫定再任用短時間勤務職員の勤務時間を岡山市職員の勤務時間，休日及び休暇に

関する条例第２条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額（５０円未

満の端数があるときはこれを切り捨てた金額とし，５０円以上１００円未満の端数があ

るときはこれを１００円に切り上げた金額とする。）とする。 

 （委任） 

４９ 附則第２項から前項までに定めるもののほか，この条例の施行に関し必要な事項は，

市長が別に定める。 

 

 

提案理由 

 職員の定年引上げ等に関し必要な事項を定める等のため，関係条例の一部を改正等しよ

うとするものである。 



甲 第 １０１ 号 議 案 

   岡山市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例等の一部を改正する

条例の制定について 

 岡山市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例等の一部を改正する条例を次の

ように制定するものとする。 

令和 ４ 年 ６ 月１０日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例等の一部を改正する 

条例 

 （岡山市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第１条 岡山市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成２０年市条例第６

号）の一部を次のように改正する。 

  附則第６項中「には」の次に「，令和５年３月３１日までの間」を加える。 

第２条 岡山市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成２１年市条例第５

８号）の一部を次のように改正する。 

  附則第８項中「には」の次に「，令和５年３月３１日までの間」を加える。 

第３条 岡山市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成２２年市条例第６

３号）の一部を次のように改正する。 

  附則第７項中「には」の次に「，令和５年３月３１日までの間」を加える。 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 

 

 

提案理由 



給料の経過措置の適用期間を定めるため，関係条例の一部を改正しようとするものであ

る。 



 

 

甲 第 １０２ 号 議 案 

   岡山市市税条例等の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市市税条例等の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和 ４ 年 ６ 月１０日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

岡山市市税条例等の一部を改正する条例 

 （岡山市市税条例の一部改正） 

第１条 岡山市市税条例（昭和２５年市条例第４７号）の一部を次のように改正する。 

第２４条第４項を次のように改める。 

４ 前項の規定は，前年分の所得税に係る第２６条の３第１項に規定する確定申告書に

特定配当等に係る所得の明細に関する事項その他施行規則に定める事項の記載がある

ときは，当該特定配当等に係る所得の金額については，適用しない。 

第２４条第６項を次のように改める。 

６ 前項の規定は，前年分の所得税に係る第２６条の３第１項に規定する確定申告書に

特定株式等譲渡所得金額に係る所得の明細に関する事項その他施行規則に定める事項

の記載があるときは，当該特定株式等譲渡所得金額に係る所得の金額については，適

用しない。 

第２４条の８第１項中「特定配当等申告書」及び「特定株式等譲渡所得金額申告書」

を「確定申告書」に改め，同条第２項中「申告書に係る年度分」を「確定申告書に係る

年の末日の属する年度の翌年度分」に改める。 

第２６条の２第１項ただし書中「所得税法第２条第１項第３３号の４に規定する源泉

控除対象配偶者」を「所得割の納税義務者（前年の合計所得金額が９００万円以下であ

るものに限る。）の法第３１４条の２第１項第１０号の２に規定する自己と生計を一に

する配偶者（前年の合計所得金額が９５万円以下であるものに限る。）で控除対象配偶



 

 

者に該当しないもの」に改める。 

第２６条の３の２の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改め，同

条第１項中第３号を第４号とし，第２号を第３号とし，第１号の次に次の１号を加える。 

(2) 所得割の納税義務者（合計所得金額が１，０００万円以下であるものに限る。）

の自己と生計を一にする配偶者（法第３１３条第３項に規定する青色事業専従者に

該当するもので同項に規定する給与の支払を受けるもの及び同条第４項に規定する

事業専従者に該当するものを除き，合計所得金額が１３３万円以下であるものに限

る。次条第１項において同じ。）の氏名 

第２６条の３の３の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改め，同

条第１項中「であつて，」の次に「特定配偶者（所得割の納税義務者（合計所得金額が

９００万円以下であるものに限る。）の自己と生計を一にする配偶者（退職手当等（第

３２条に規定する退職手当等に限る。以下この項において同じ。）に係る所得を有する

者であつて，合計所得金額が９５万円以下であるものに限る。）をいう。第２号におい

て同じ。）又は」を，「控除対象扶養親族」の次に「であつて退職手当等に係る所得を

有しない者」を加え，同項中第３号を第４号とし，第２号を第３号とし，第１号の次に

次の１号を加える。 

(2) 特定配偶者の氏名 

第２９条の８第９項中「第３２１条の８第６０項」を「第３２１条の８第６２項」に，

「同条第６０項」を「同条第６２項」に改め，同条第１５項中「第３２１条の８第６９

項」を「第３２１条の８第７１項」に改める。 

附則第５条の３の２第１項中「令和１５年度」を「令和２０年度」に，「令和３年」

を「令和７年」に改める。 

附則第９条の２の２第２項中「４分の３」を「５分の４」に改め，同条第３項中「附

則第１５条第１６項」を「附則第１５条第１５項」に改め，同条第４項中「附則第１５

条第２３項」を「附則第１５条第２２項」に改め，同条第５項中「附則第１５条第２４

項第１号」を「附則第１５条第２３項第１号」に改め，同条第６項中「附則第１５条第

２４項第２号」を「附則第１５条第２３項第２号」に改め，同条第７項中「附則第１５

条第２４項第３号」を「附則第１５条第２３項第３号」に改め，同条第８項中「附則第



 

 

１５条第２５項第１号」を「附則第１５条第２４項第１号」に改め，同条第９項中「附

則第１５条第２５項第２号」を「附則第１５条第２４項第２号」に改め，同条第１０項

中「附則第１５条第２７項第１号イ」を「附則第１５条第２６項第１号イ」に改め，同

条第１１項中「附則第１５条第２７項第１号ロ」を「附則第１５条第２６項第１号ロ」

に改め，同条第１２項中「附則第１５条第２７項第１号ハ」を「附則第１５条第２６項

第１号ハ」に改め，同条第１３項中「附則第１５条第２７項第１号ニ」を「附則第１５

条第２６項第１号ニ」に改め，同条第１４項中「附則第１５条第２７項第２号イ」を

「附則第１５条第２６項第２号イ」に改め，同条第１５項中「附則第１５条第２７項第

２号ロ」を「附則第１５条第２６項第２号ロ」に改め，同条第１６項中「附則第１５条

第２７項第２号ハ」を「附則第１５条第２６項第２号ハ」に改め，同条第１７項中「附

則第１５条第２７項第３号イ」を「附則第１５条第２６項第３号イ」に改め，同条第１

８項中「附則第１５条第２７項第３号ロ」を「附則第１５条第２６項第３号ロ」に改め，

同条第１９項中「附則第１５条第２７項第３号ハ」を「附則第１５条第２６項第３号

ハ」に改め，同条第２０項中「附則第１５条第３０項」を「附則第１５条第２９項」に

改め，同条第２１項中「附則第１５条第３４項」を「附則第１５条第３３項」に改め，

同条第２２項中「附則第１５条第３５項」を「附則第１５条第３４項」に改め，同条第

２３項中「附則第１５条第４２項」を「附則第１５条第３９項」に改め，同条第２４項

中「附則第１５条第４６項」を「附則第１５条第４３項」に改め，同条中第２６項を第

２７項とし，第２５項を第２６項とし，第２４項の次に次の１項を加える。 

２５ 法附則第１５条第４４項に規定する条例で定める割合は，４分の３とする。 

附則第９条の３第３項中「熱損失防止改修住宅」を「熱損失防止改修等住宅」に，

「熱損失防止改修専有部分」を「熱損失防止改修等専有部分」に，「熱損失防止改修工

事」を「熱損失防止改修工事等」に改め，同条第７項中「特定熱損失防止改修住宅又

は」を「特定熱損失防止改修等住宅又は」に，「特定熱損失防止改修住宅専有部分」を

「特定熱損失防止改修等住宅専有部分」に，「熱損失防止改修工事」を「熱損失防止改

修工事等」に改める。 

附則第１８条第２項を次のように改める。 

２ 前項の規定のうち，租税特別措置法第８条の４第２項に規定する特定上場株式等の



 

 

配当等（以下この項において「特定上場株式等の配当等」という。）に係る配当所得

に係る部分は，市民税の所得割の納税義務者が前年分の所得税について特定上場株式

等の配当等に係る配当所得につき同条第１項の規定の適用を受けた場合に限り適用す

る。 

附則第２０条の２第３項中「，第３７条の８又は第３７条の９」を「又は第３７条の

８」に改める。 

附則第２３条の２第４項を次のように改める。 

４ 前項後段の規定は，特例適用配当等に係る所得が生じた年分の所得税に係る第２６

条の３第１項に規定する確定申告書に前項後段の規定の適用を受けようとする旨の記

載があるときに限り，適用する。 

附則第２３条の３第４項を次のように改める。 

４ 前項後段の規定は，条約適用配当等に係る所得が生じた年分の所得税に係る第２６

条の３第１項に規定する確定申告書に前項後段の規定の適用を受けようとする旨の記

載があるときに限り，適用する。 

附則第２３条の３第６項中「年の翌年の４月１日の属する年度分の」を「年分の所得

税に係る」に，「条約適用配当等申告書にこの項」を「確定申告書にこの項」に改め，

「（条約適用配当等申告書にこれらの記載がないことについてやむを得ない理由がある

と市長が認めるときを含む。）」を削る。 

附則第２８条を削る。 

（岡山市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 岡山市市税条例等の一部を改正する条例（令和３年市条例第６５号）の一部を次

のように改正する。 

第１条のうち，岡山市市税条例第２６条の３の３第１項の改正規定中「控除対象扶養

親族を除く」を「年齢１６歳未満の者」を「扶養親族（」の次に「年齢１６歳未満の者

又は」を加え，「有しない者を除く」を「有する者」に改める。 

附則第２条中「の規定中個人の市民税に関する部分」を「第１６条第３項及び第２６

条の３の３第１項の規定」に改める。 

附 則 



 

 

 （施行期日） 

第１条 この条例は，公布の日から施行する。ただし，次の各号に掲げる規定は，当該各

号に定める日から施行する。 

(1) 第１条中岡山市市税条例第２６条の３の２の見出し及び同条第１項並びに第２６条

の３の３の見出し及び同条第１項の改正規定並びに同条例附則第５条の３の２第１項

及び附則第２０条の２第３項の改正規定並びに同条例附則第２８条を削る改正規定並

びに次条第１項及び第２項の規定 令和５年１月１日 

(2) 第１条中岡山市市税条例第２４条第４項及び第６項，第２４条の８第１項及び第２

項，第２６条の２第１項ただし書の改正規定並びに同条例附則第１８条第２項，附則

第２３条の２第４項並びに附則第２３条の３第４項及び第６項の改正規定並びに次条

第３項の規定 令和６年１月１日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の岡山市市税条例（以下「新条例」という。）第２６

条の３の２第１項の規定は，附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日（以下この項及

び次項において「１号施行日」という。）以後に支払を受けるべき第２６条の３の２第

１項に規定する給与について提出する同項及び同条第２項に規定する申告書について適

用し，１号施行日前に支払を受けるべき第１条の規定による改正前の岡山市市税条例

（次項において「旧条例」という。）第２６条の３の２第１項に規定する給与について

提出した同項及び同条第２項に規定する申告書については，なお従前の例による。 

２ 新条例第２６条の３の３第１項の規定は，１号施行日以後に支払を受けるべき所得税

法（昭和４０年法律第３３号）第２０３条の６第１項に規定する公的年金等（同法第２

０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「公的年金等」とい

う。）について提出する新条例第２６条の３の３第１項に規定する申告書について適用

し，１号施行日前に支払を受けるべき公的年金等について提出した旧条例第２６条の３

の３第１項に規定する申告書については，なお従前の例による。 

３ 附則第１条第２号に掲げる規定による改正後の岡山市市税条例の規定中個人の市民税

に関する部分は，令和６年度以後の年度分の個人の市民税について適用し，令和５年度

分までの個人の市民税については，なお従前の例による。 



 

 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き，新条例の規定中固定資産税に関する部分は，令和

４年度以後の年度分の固定資産税について適用し，令和３年度分までの固定資産税につ

いては，なお従前の例による。 

２ 令和２年４月１日から令和４年３月３１日までの間に取得された地方税法等の一部を

改正する法律（令和４年法律第１号）第１条の規定による改正前の地方税法附則第１５

条第２項に規定する施設又は設備に対して課する固定資産税については，なお従前の例

による。 

（都市計画税に関する経過措置） 

第４条 新条例の規定中都市計画税に関する部分は，令和４年度以後の年度分の都市計画

税について適用し，令和３年度分までの都市計画税については，なお従前の例による。 

 

 

提案理由 

 地方税法等の一部改正に伴い，固定資産税等の課税標準の特例措置その他所要の措置を

講ずるため，本条例の一部を改正しようとするものである。 



 

 

甲 第 １０３ 号 議 案 

   岡山市地方活力向上地域における固定資産税の特例に関する条例の一部を改

正する条例の制定について 

 岡山市地方活力向上地域における固定資産税の特例に関する条例の一部を改正する条例

を次のように制定するものとする。 

  令和 ４ 年 ６ 月１０日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

岡山市地方活力向上地域における固定資産税の特例に関する条例の一部を改 

正する条例 

岡山市地方活力向上地域における固定資産税の特例に関する条例（平成２８年市条例第

６号）の一部を次のように改正する。 

第２条中「令和４年３月３１日」を「令和６年３月３１日」に，「２年」を「３年」に

改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の岡山市地方活力向上地域における固定資産税の特例に関する

条例の規定は，令和４年４月１日以後に新設され，又は増設される設備について適用し，

同日前に新設され，又は増設された設備については，なお従前の例による。 

 

 

提案理由 

 地域再生法第１７条の６の地方公共団体等を定める省令の一部改正に伴い，地方活力向



 

 

上地域における固定資産税の特例の適用を受けるための計画の認定期限を延長する等のた

め，本条例の一部を改正しようとするものである。 



甲 第 １０４ 号 議 案 

   岡山市社会体育施設条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市社会体育施設条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和 ４ 年 ６ 月１０日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市社会体育施設条例の一部を改正する条例 

 岡山市社会体育施設条例（平成７年市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

 第２条の表東山プールテニスコート・バレーボールコートの項を削り，同表に次のよう

に加える。 

旭東テニスコート 岡山市中区網浜７８６番地 

「興除テニスコート 

旭東テニスコート」 

同表東山プールテニスコート・バレーボールコートの項を削る。 

   附 則 

この条例は，令和４年７月１日から施行する。 

 

 

提案理由 

東山プールテニスコート・バレーボールコートを廃止し，及び旭東テニスコートを設置

するため，本条例の一部を改正しようとするものである。 

別表第１興除テニスコートの項中「興除テニスコート」を に改め， 



 

 

甲 第 １０５ 号 議 案 

   岡山シンフォニーホール条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山シンフォニーホール条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和 ４ 年 ６ 月１０日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山シンフォニーホール条例の一部を改正する条例 

 岡山シンフォニーホール条例（平成３年市条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１項の表大ホールの部の次に次のように加える。 

大ホール 

１階席のみ

利用 

平日 ５６，０００ ７５，０００ ９５，０００ ２１１，０００

その他 ６７，０００ ９０，０００ １１３，０００ ２５４，０００

附 則 

１ この条例は，令和４年９月１日から施行する。ただし，次項の規定は，令和４年７月

１日から施行する。 

２ 大ホール１階席のみ利用に係る第２条の許可を受けようとする者は，この条例の施行

の日前においても，第２条の規定の例により，市長の許可を受けることができる。 

 

 

提案理由 

 岡山シンフォニーホールの新たな施設区分及びその使用料の額を定めるため，本条例の

一部を改正しようとするものである。 



甲 第 １０６ 号 議 案 

   岡山市建部町老人福祉センター条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市建部町老人福祉センター条例の一部を改正する条例を次のように制定するものと

する。 

  令和 ４ 年 ６ 月１０日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市建部町老人福祉センター条例の一部を改正する条例 

 岡山市建部町老人福祉センター条例（平成１８年市条例第１０５号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第６条第５号を削り，同条第６号を同条第５号とする。 

   附 則 

 この条例は，令和５年４月１日から施行する。 

 

 

提案理由 

 岡山市建部町老人福祉センターの事業を改めるため，本条例の一部を改正しようとする

ものである。 



甲 第 １０７ 号 議 案 

   岡山市建築関係事務手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市建築関係事務手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和 ４ 年 ６ 月１０日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市建築関係事務手数料条例の一部を改正する条例 

 岡山市建築関係事務手数料条例（平成１２年市条例第１６号）の一部を次のように改正

する。 

第８条第４６号中「第８５条第５項」を「第８５条第６項」に改め，同条第４７号中

「第８５条第６項」を「第８５条第７項」に改め，同条第５９号中「第８７条の３第５

項」を「第８７条の３第６項」に改め，同条第６０号中「第８７条の３第６項」を「第８

７条の３第７項」に改める。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

 

 

提案理由 

 建築基準法の一部改正に伴い，所要の措置を講ずるため，本条例の一部を改正しようと

するものである。 



甲 第 １０８ 号 議 案 

   岡山市建築基準法施行条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市建築基準法施行条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和 ４ 年 ６ 月１０日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市建築基準法施行条例の一部を改正する条例 

 岡山市建築基準法施行条例（平成１２年市条例第１１８号）の一部を次のように改正す

る。 

 第８条第２項中「第８５条第５項」を「第８５条第６項」に，「第８７条の３第５項」

を「第８７条の３第６項」に改める。 

   附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

 

 

提案理由 

 建築基準法の一部改正に伴い，所要の措置を講ずるため，本条例の一部を改正しようと

するものである。 


